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渉外法務の視点から注目する国際情勢、道の施策への意見等 
 

2026年 5月 21日 

北海道国際法律事務所 代表弁護士 遠山りえ 

１ 燃料費高騰が輸出入に与える影響 

＊ 貿易条件（インコタームズ） 

国際貿易における費用・リスク負担の移転ポイントを定める国際規則（EXW〜DDPの 11

条件）。燃料費高騰時には「誰がそのコスト増を負担するか」を決定する重要な指標と

なる。 

＜条件と費用負担の関係＞ 

・CIF/CFR/DAP：売主（輸出者）が運賃を負担。 

・FOB/FCA/EXW：買主（輸入者）が運賃を負担。 

・DDP（関税込み持ち込み渡し）：売主が関税含む全費用を負担。 

道内企業への影響 

現在のように外交・地政学的要因で費用が大きく変わる時代には特に、インコタームズ

の条件選択と契約条項の設計が中小企業の輸出入に与える影響は大きい。 

しかし、多くの契約書には物価変動条項が含まれておらず、BAF（燃料割増料金）等の急

騰時に負担を口頭交渉に委ねた結果、関係悪化や取引中断につながるリスクもある。 

長期契約において運賃を固定するか、実費精算とするか、どの時点でどのような契約条

項とするかが問われている。 

↓ 

国際取引をする際には、物価変動条項や保険費用分担条項を含むなどの工夫が必要。 

 

２ ビジネスと人権・人権デューデリジェンス 

＊ 「ビジネスと人権」とは 

2011年の国連指導原則（UNGP）を出発点に、企業がサプライチェーン全体の人権・環境

リスクを把握・対処することを求める考え方。各国での法制化により、ESGとは異なり

「法的義務」となりつつある。 

主な規制動向 

・EU  ：CSDDD（2024年指令発効、2027年より企業に段階的に適用） 

・ドイツ：サプライチェーン法（2023年施行） 

・カナダ：強制労働・児童労働防止法（2024年 1月施行） 

・米国 ：UFLPA（ウイグル強制労働防止法）— 輸入差止の実績あり 

道内企業への影響 

海外と直接取引していなくても、間接的な取引を通じてサプライヤー調査票への回答が

求められる可能性がある。未回答および非対応は取引停止につながりうる。 
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リスクは法的制裁にとどまらず、評判リスクや訴訟リスクとしても顕在化する。 

↓ 

人権デューデリジェンスの啓発や実務支援が必要。「うちは関係ない」と思っている中

小企業・個人事業主への情報提供が急務。 

 

３ 外資導入の促進 

＊ GX/AI金融特区の取り組み 

・2024年 6月、北海道・札幌が GX金融・資産運用特区に認定（全国 4都市のみ）。 

・2026年 2月、AIも加わり「GX／AI金融・資産運用特区」へ改称。 

・海外企業受入ワンストップ窓口（STEP）開設、商業登記・定款認証の英語対応、法

人税課税特例、視察費用の補助など整備が進んでいる。 

・ルクセンブルクやデンマークなど欧州との連携、ニューヨークでのプロモーション

を実施。 

残る課題 

北海道全域への外資導入という観点では、道としての受け皿の整備、優良外資を呼び込

むための重点的プロモーションが必要。 

↓ 

北海道への投資を増大させるために、具体的に何ができるか、更なる議論が必要。 

 

以上 


